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平成２８年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容（概要） 

平成 28年 1月 14日 

大   阪   府 

注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要最重点項目 

１．大都市圏の成長を通じた日本の 

再生 

（１）大阪都市圏の競争環境の整備 

◇国家戦略特区等を核とした大阪の 

競争力強化 

 ・岩盤規制に対する改革の推進 

 ・新たな税制支援措置、制度拡充 

   租税特別措置の存続・延長、 

法人税引き下げ、地方税減税 

相当額の課税所得不算入、 

日本版ＢＩＤ制度の創設 等 

 ・区域会議の機動力の発揮 

◆概算要求の状況 内閣府、厚生労働省 

「国家戦略特区」の推進               〔全〕４．３億円 

                         （〔全〕３．１億円） 

雇用労働相談センター設置・運営経費         〔全〕７．２億円 

                         （〔全〕５．０億円） 

 

      〔全〕３．２億円 

 

      〔全〕７．２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・「関西圏 国家戦略特別区域会議」を計４回開催し、それぞれ区域計画が認定。 

  区域会議：H27.9.3、H27.10.14、H27.11.26、H27.12.11 

  計画認定：H27.9.9（第４回）、H27.10.20（第５回）、H27.11.27（第６回）、H27.12.15（第７回） 

・H28年度税制改正の大綱において租税特別措置の延長等が認められている。 

 （機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額特別控除の延長、所得控除の創設等） 

・地方税減税相当額の課税所得不算入は、認められていない。 

・日本版ＢＩＤ制度の創設については、実現していない。 

 ・国際戦略総合特区の各種支援制度 

の存続 

◆概算要求の状況 内閣府 

「総合特区制度」の推進              〔全〕５７．０億円 

                        （〔全〕５６．１億円） 

 

     〔全〕３１．９億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の認定プロジェクト数は全国最多の 51プロジェクト・92案件。 

 （第 14回計画認定時点（H27.11）） 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の指定エリアは９地区 5４箇所。 

 （総合特区の指定（H23.12）以降、３回区域を追加） 

・H28年度税制改正の大綱において租税特別措置の延長が認められている。 

 （機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額特別控除の延長。ただし、所得控除は廃止。） 

 ・再生医療分野における審査機能等 

のＰＭＤＡ関西支部への委譲 

 ・特許庁の審査拠点の大阪設置、 

(独)工業所有権情報・研修館の支援

拠点の大阪設置 

◆予算項目以外の状況 

 H27.8 地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転を提案 

 H27.8､11､12 「政府関係機関移転に関する有識者会議」を計３回開催 

 

 ・ＢＮＣＴ医療研究拠点の形成が 

進む集中的な支援措置 

 

◆概算要求の状況 健康・医療戦略推進本部（文科省、厚労省、経産省） 

医療分野の研究開発関連予算           〔全〕２，２９６億円 

                内訳：文科 939､厚労 1,053､経産 304 

                        〔全〕１，９７１億円 

                 内訳：文科 809､厚労 903､経産 261 

 

 

 

    〔全〕１，９９９億円 

 内訳：文科 813､厚労 908､ 

経産 275 

※医療分野の研究開発関連全体 

の予算（ＢＮＣＴ以外を含む） 

※端数処理により合計と内訳は 

一致しない 

◆予算項目以外の状況 

 H27.3 大阪医科大学が中心となり関西ＢＮＣＴ医療センターを設立することが決定 

 H27.4 国立研究開発法人日本医療研究開発機構が発足 

◇うめきた２期の都市空間創造の推進 

 ・国費の確保 

 ・地方債に係る制度拡充 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

国際競争拠点都市整備事業               〔全〕９３億円 

                           （〔全〕６８億円） 

 

       〔全〕７５億円 

◆予算項目以外の状況 総務省、国土交通省 

・鉄道地下化・新駅設置・土地区画整理などの基盤整備についての事業費確保は、一定予算措置される予定だが、

地方債に係る制度拡充は実現していない。 

◇統合型リゾート（ＩＲ）の立地実現 

 ・国民的議論、セーフティネット 

対策、早期法制化、大阪への立地 

◆予算項目以外の状況 

 H26.11 衆議院解散に伴いＩＲ推進法案廃案 

 H27.４  国会へＩＲ推進法案を再提出（継続審議中） 

※金額上段：28年度要求額 

（下段：27年度予算額） 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇「百舌鳥・古市古墳群」の世界文化 

遺産への登録実現 

 

 

◆予算項目以外の状況 

・H27.7.28、文化審議会世界文化遺産特別委員会において、今年度の国内推薦候補から百舌鳥・古市古墳群の

選定見送り 

・H28年度の国内推薦、H30年の世界文化遺産登録に向け、推薦書の改善とともに、引き続き国会議員連盟 

と連携した取組みを進めているところ。 

（２）都市基盤等の強化 

◇双眼型国土構造における広域交通 

インフラの確保 

 ・北陸新幹線の大阪までの米原 

ルートによるフル規格での整備 

 ・新名神高速道路の全線完成 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

北陸新幹線等整備新幹線の着実な整備 

○北陸新幹線（金沢～敦賀間）を含む整備新幹線着工区間 

                       〔事〕２，０５０億円 

                       〔事〕１，６００億円 

                   うち北陸新幹線分 ５１０億円 

 

○北陸新幹線（敦賀以西ルート）の設計施工法等調査等 

                     〔国〕８．４５億円の内数 

 

 

 

    〔事〕２，０５０億円 

 うち北陸新幹線分 

    〔事〕１，０００億円 

 

 

  〔国〕８．４５億円の内数 

◆予算項目以外の状況 

・北陸新幹線については、与党整備新幹線建設推進ＰＴ北陸新幹線敦賀・大阪間整備検討委員会において、敦賀・

大阪間に関して検討中。 

・新名神高速道路については、事業主体である西日本高速道路(株)が、高槻～神戸間では H28 年度の供用に向

けて工事中、八幡～高槻間ではH35年度の供用に向けて用地測量等を実施中。 

◇リニア中央新幹線の全線同時開業 

 ・成長戦略等に位置付け 

 ・国の主体的な立場による名古屋～ 

大阪間の整備促進手法の検討 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

スーパーメガリージョンの形成推進 

○リニア中央新幹線によるスーパーメガリージョン形成に向けた検討 

                         〔国〕０．２７億円 

                         （〔国〕０．１０億円）

 

 

 

     〔国〕０．２７億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.6、「日本再興戦略改訂 2015」「経済財政運営と改革の基本方針 2015」、Ｈ27.8、「国土形成計画」に

おいてリニア中央新幹線早期整備が位置付けられている。 

◇国際拠点空港としての関西国際空港

の機能強化 

 ・際内乗継･ＬＣＣ･国際貨物の機能 

強化、観光インバウンド促進等への

支援 

 ・コンセッションにおける地元への 

情報提供、運営事業者の選定等に 

対する適切な権限行使、地域との 

連携･協調による機能強化 

 ・高速アクセス鉄道の事業可能性の 
検討の推進、なにわ筋線の具体化 
への支援 

 

◆概算要求の状況 

訪日外国人旅客の増加に対応した受入体制の強化を図るため、関空に建設 

予定の第３ターミナルに設置するＣＩＱ（税関、出入国管理、検疫）施設 

の整備費等 国土交通省             〔国〕８３億円の内数 

                       （〔国〕８３億円の内数） 

観光立国施策の推進による訪日外国人の急増に対応するために必要な出入国

審査手続の円滑化、迅速化 法務省      〔国〕３９．４億円の内数 

                     （〔国〕 ５．９億円の内数） 

 

 

 

 

    〔国〕８３億円の内数 

 

 

  〔国〕１５．５億円の内数 

 Ｈ２７補正 

  〔国〕１５．１億円の内数 

◆予算項目以外の状況 

・訪日外国人旅行者対応のため、入国審査官等（＋196人※）及び税関職員（＋144人※）の増員が措置され

ている。 ※全国ベース 

・コンセッションの運営権者として、関西エアポート(株)が、国の承認・認可の下、決定。 

◇大阪湾諸港の機能強化 
 ・コンテナ船大型化に対応可能な 
港湾施設整備予算の確保、阪神国際

港湾(株)への支援強化、貨物創出に
向けた支援制度創設 

 ・港湾管理の広域的一元化に向けた 
制度改正等 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

国際コンテナ戦略港湾施策の深化と加速        〔全〕８２６億円 

                         （〔全〕６８７億円） 

 

      〔全〕７４７億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・阪神港を含む国際コンテナ戦略港湾において、コンテナ荷役時間の増加や渋滞悪化によるコスト増加の防止の

ため、荷役システム高度化実証実験及び情報技術を活用した海上コンテナ物流の高度化実証事業の新規制度が

創設されている。 
・港湾管理の広域的な一元化に必要な制度改正等は、実現していない。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇阪神都市圏高速道路ネットワークの

充実・強化 
 ・「淀川左岸線延伸部」の地方負担を

軽減する事業スキームの国主体に

よる構築 

 ・料金体系一元化のH29年度当初 

実現に向けた検討 

 
 

◆概算要求の状況 国土交通省 

地方向け補助金等公共事業関係予算 

○社会資本整備総合交付金（通常分）     〔全〕１兆  ５７４億円 

                     （〔全〕  ９，０１８億円） 

 

 

    〔全〕８，９８３億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・淀川左岸線延伸部については、H28 年度早期の都市計画決定に向けて手続きを進めるとともに、事業スキー

ムを検討中。 

・H27.7、国土交通省の国土幹線道路部会の「中間答申」において、大都市圏におけるシームレスな料金体系の

取組方針を位置付け。H29年度当初の阪神圏のシームレスな料金体系実現に向けた具体的検討を進めている。 

２．成長と安全・安心を支える国の 

形づくり 

 ・社会資本整備総合交付金等の所要 
額の確保、実施主体への適切な配分 

 ・採択要件の緩和、交付金間の 
弾力的運用等の制度改善 

◆概算要求の状況 国土交通省 

地方向け補助金等公共事業関係予算 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ５７４億円 

                     （〔全〕  ９，０１８億円） 

○防災・安全交付金             〔全〕１兆２，８５２億円 

                     （〔全〕1兆  ９４７億円） 

 

 

  〔全〕  ８，９８３億円 

 

  〔全〕１兆１，００２億円 

 

（１）防災・減災の推進 

◇大規模災害等への対応 
 ・府被害想定結果を前提とした財源 
措置、法制度の改正等 

 ・プッシュ型支援物資における燃料 

の確保 

 ・新たな知見に基づく対策が必要と 

される課題の実施方法等の明確化 

 

 

◆概算要求の状況 内閣府、国土交通省 

地震対策の推進                  〔国〕２．３０億円 

                     内訳：内閣 2.00､国交 0.30 

                         〔国〕２．５１億円 

                     内訳：内閣 2.43､国交 0.08 

                    Ｈ２６補正〔国〕２．１６億円 

                          内訳：国交 2.16 

 

     〔国〕２．２５億円 

 内訳：内閣 2.00､国交 0.25 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.3 「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」公表（中央防災会議） 

 H27.12「南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動について」公表（内閣府） 

◇災害に強い都市づくりの推進 

（津波浸水対策） 

 ・新規制度の創設も含めた別枠予算 

の確保 

 ・緊急防災･減災事業債制度の要件 

緩和･恒久化等 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，８５２億円 

                     （〔全〕1兆  ９４７億円） 

 

  〔全〕１兆１，００２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 ゼロメートル地帯等における堤防の耐震・液状化対策等が重点事業に位置付け。 

 ただし、制度創設・地方債の拡充等は実現していない。 

（密集市街地の整備） 

 ・国費率引上げ､国費の重点配分等 

 ・地方債における東日本大震災復興 

事業と同等の特別措置 

 ・除却跡地の更地に対する固定資産 

税軽減制度の創設、税収減となる 

市町村への助成措置 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ５７４億円 

                     （〔全〕  ９，０１８億円） 

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，８５２億円 

                     （〔全〕1兆  ９４７億円） 

○密集市街地総合防災事業          〔全〕     ４８億円 

                     （〔全〕     ２４億円） 

 

  〔全〕  ８，９８３億円 

 

  〔全〕１兆１，００２億円 

 

  〔全〕     ２４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・密集市街地の改善が国土強靭化アクションプラン 2015に位置付けられている。 

・国費率の引上げ、地方債に関する特別措置等の制度拡充は、実現していない。 

・除却跡地の更地に対する固定資産税の軽減制度については実現していないが、国土交通省税制改正概要に空家

の相続人に対する税制の特例が盛り込まれている。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（住宅・建築物の耐震化の促進） 

 ・耐震対策緊急促進事業の運用期限 

延長、国費率引上げ、税制優遇制度

の拡充、大規模建築物等の特別交付

税措置の拡充、固定資産税情報の 

内部利用ができる制度改正 

 ・緊急支援事業の制度復活、耐震 

改修促進税制による所得税控除の 

拡充 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）【再掲】 〔全〕１兆  ５７４億円 

                     （〔全〕  ９，０１８億円） 

○防災・安全交付金【再掲】         〔全〕１兆２，８５２億円 

                     （〔全〕1兆  ９４７億円） 

○耐震対策緊急促進事業           〔全〕    １５５億円 

                     （〔全〕    １８０億円） 

 

  〔全〕  ８，９８３億円 

 

  〔全〕１兆１，００２億円 

 

  〔全〕    １２０億円 

◆予算項目以外の状況 

・耐震対策緊急支援事業は、支援期間の延長や耐震改修に係る単価の見直しが盛り込まれている。 

・国費率の引上げや耐震改修税制の拡充等は、実現していない。 

（コンビナート地区における災害対策） 

 ・事業者に対する技術的支援･財政 

支援の充実･強化、支援対象業種の

拡大 

 

◆概算要求の状況 経済産業省 

石油コンビナート事業再編・強靭化等推進事業     〔全〕２７０億円 

                          〔全〕１１５億円 

                     Ｈ２６補正〔全〕 ９５億円 

高圧エネルギーガス設備の耐震補強支援事業      〔全〕  ５億円 

                          〔全〕  ０億円 

                     Ｈ２６補正〔全〕  ９億円 

高圧ガス設備の耐震補強支援事業           〔全〕  ３億円 

                          〔全〕  ０億円 

                     Ｈ２６補正〔全〕  ９億円 

 

      〔全〕１３０億円 

 Ｈ２７補正〔全〕 ７０億円 

 

      〔全〕２．８億円 

 

 

      〔全〕２．２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.３ 産業構造審議会高圧ガス小委員会（第７回） 

      （高圧ガス設備の耐震基準の見直しに係る調査研究の中間報告） 

◇首都圏での大災害への対応 
 ・大阪・関西を首都機能のバック 
アップエリアとして位置付け 

 ・政府ＢＣＰにおける首都圏外での 

政府代替拠点のあり方の検討、 

大阪を当該拠点に位置付け 

 ・大阪～首都圏間のＢＣＰ要員の 

バス移動に必要な制度整備等 

◆概算要求の状況 内閣府 

社会全体としての事業継続体制の構築推進       〔国〕０．４億円 

                         （〔国〕０．５億円） 

 

      〔国〕０．４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H26.3「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」（政府ＢＣＰ）が閣議決定されたが、大阪等の東京圏外の政

府代替拠点は今後の検討課題とされている。 

 

（２）分権型の国の形への転換  

◇税財源自主権の確立と国庫補助 

負担金等改革 

 ・税財源の移譲と課税自主権の充実、 

それまでの間は臨時財政対策債に

依存しない一般財源総額の確保 

 ・地方法人税等の地方税として復元 

 ・法人実効税率引下げによる地方 

歳入への影響回避 

 ・国庫補助負担金等の廃止、それま 

での間は必要総額確保・制度改善 

 

◆概算要求の状況 総務省 

地方交付税                〔全〕１６兆４，２６６億円 

                    （〔全〕１６兆７，５４８億円） 

※地方一般財源総額見込み６１．６兆円程度 

※リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切換えを進めて

いくことを基本として、地方の税収の動向等を踏まえた一般会計からの別

枠の加算（０．５兆円）等を実施 

※極めて厳しい地方財政の現状を踏まえ、地方交付税の本来の役割である財

源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるようにすることや、地方の

創生と人口減少の克服に必要な財源を安定的に確保する必要があることか

ら、交付税率の引上げを事項要求 

 

 〔全〕１６兆７，００３億円 

 

     〔全〕６１．７兆円 

       別枠加算の廃止 

 

 

 

 

 

◆予算項目以外の状況 

税制改正関係 

・地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、 H26年度改正に続き、法人住民税法人税割

の一部の交付税原資化が更に拡大（H29～） 

 （道府県民税 3.2%→1.0%、市町村民税 9.7%→6.0%、地方法人税 4.4%→10.3%） 

・地方法人特別税、同譲与税を廃止し、全額法人事業税に復元（H29～） 

・法人事業税額の一部を都道府県が市町村に交付する法人事業税交付金を創設（H29～） 

国庫補助負担金等の廃止関係 

・必要な財源を移譲した上での国庫補助金等の廃止は実現していない。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇全国の先駆けとなる改革の具体化 
 ・地方分権型道州制の実現 
 ・国出先機関移管法案の国会提出･ 
成立 

 ・ハローワーク特区における地方 
移管の検証、人員･財源移管の検討 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

ハローワーク等におけるマッチング機能の強化      〔全〕２９億円 

                          （〔全〕２８億円） 

 

       〔全〕２８億円 

 

◆予算項目以外の状況 

地方分権型道州制関係 

・道州制推進基本法案については、時宜をみて国会への議員提案をめざすこととされている。 

国出先機関改革関係 

・国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案（広域連合への丸ごと移管）については、Ｈ24.11 の

閣議決定後動きはないが、H26 年度より、事務・権限の移譲、地方に対する規制緩和を対象とする「提案募

集方式」が制度化され、引き続き同制度を通じた議論が行われている。 

ハローワーク関係 

・地方分権改革有識者会議において検証を実施するとともに、ハローワーク特区における知事から都道府県労働

局長への「指示」と同等の権限を法定し、ハローワークを“事実上、都道府県の組織として活用”できる枠組

みの創設などを内容とする「H27 年の地方からの提案等に関する対応方針」が H27.12.22 に閣議決定され

ている。 

◇地方分権改革に関する提案募集方式

の提案実現 

 ・提案実現、必要な政省令の整備、 

財源措置と内容明示 

 

◆予算項目以外の状況 

・「H27年の地方からの提案等に関する対応方針」がH27.12.22に閣議決定され、全提案 334件のうち 124

件が「提案の趣旨を踏まえ対応」とされている。 

・H26年度における提案については、H27.1対応方針に基づき、第５次地方分権一括法の施行時期に合わせて

関係府省が政省令を整備しているところ。 

◇企業の地方拠点強化税制における 

支援対象地域の見直し 

 ・支援対象地域を大阪府全域へ拡大 

◆予算項目以外の状況 

 支援対象地域の見直しは、実現していない。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

最重点項目〔個別項目〕 

１．セーフティネットの整備 

◇国民健康保険制度改革 

 ・国と地方との協議による制度設計･ 
財源措置、各医療保険料率等の 
制度間格差是正 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

国保制度改正の準備に要するシステム開発（推進枠）〔都道府県・市町村〕 

                          〔全〕 ５１億円 

                               （新規） 

国保財政安定化基金の造成          〔全〕予算編成過程で検討 

                         （〔全〕２００億円） 

 

 

      〔全〕１８０億円 

 

      〔全〕４００億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H24.11～H25.8 社会保障制度改革国民会議開催（年金・医療保険・介護・少子化） 

 H25.8 社会保障制度改革国民会議報告書を取りまとめ（国民健康保険制度の保険者の都道府県移行等） 

     「法制上の措置」骨子を閣議決定 

 H25.12「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」成立 

 H27.5 「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」成立 

     ⇒改正国保法に基づき、H30年度から都道府県が市町村とともに府内の市町村国保を運営 

◇福祉医療費公費負担制度の創設と 
国庫負担金減額措置の廃止 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

市町村の国民健康保険助成に必要な経費    〔全〕３兆５，０７０億円 

                     （〔全〕３兆４，６７９億円） 

国保組合の国民健康保険助成に必要な経費   〔全〕  ２，９９８億円 

                     （〔全〕  ３，００５億円） 

 

  〔全〕３兆４，３３３億円 

 

  〔全〕  ２，９４４億円 

 

◇地域の実情等に応じた地域医療介護

提供体制の整備 
 ・地域医療構想策定における 
都道府県の裁量拡大 

 ・大都市特有の人口規模等を勘案 
した基金の配分、介護分野における

基金事業の要件緩和 
 ・診療報酬の次期改定に向けた 
見直し 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

地域医療介護総合確保基金     〔事〕事項要求（概算要求額は非公表） 

                       〔事〕１，６２８億円 

                     医療分野〔事〕９０４億円 

                        うち国庫６０２億円 

                     介護分野〔事〕７２４億円 

                        うち国庫４８３億円 

 

    〔事〕１，６２８億円 

  医療分野〔事〕９０４億円 

     うち国庫６０２億円 

  介護分野〔事〕７２４億円 

     うち国庫４８３億円 

◆予算項目以外の状況 

 H28.4.1 診療報酬改定を予定（本体部分はプラス 0.49％、総額（ネット）はマイナス 0.84%） 

 

◇医療関連データの活用環境の整備 

 ・提供ルールの整備、提供の迅速化 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.4.9、情報提供に関するガイドラインが一部改正されたが、都道府県のレセプト情報等の利用は医療法に

基づく医療計画の策定の場合に限定されており、地域診断等に活用できる状況には至っていない。 

◇児童虐待対策及び障がい児者対策の

充実 

 ・児童相談所等の職員配置基準の 

地域の実情に応じた見直し等、児童

相談所全国共通ダイヤルの通話料

無料化 

 ・障がい者児入所施設の職員配置･設

備基準の改善、財源措置 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

児童虐待防止対策の強化、社会的養護の推進    〔全〕１，２２１億円 

                       （〔全〕１，１８１億円） 

障がい者（児）への福祉サービス提供体制の基盤整備   〔全〕９３億円 

                          （〔全〕２６億円） 

 

 

    〔全〕１，２７１億円 

 

    〔全〕   ７０億円 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

２．誰もが安心して暮らせる大阪の 

実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」

を支える教育施策等の充実 

◇教職員の定数改善及び負担軽減 
 ・新たな教職員定数改善計画の策定、

部活動指導における外部指導者の

活用促進方策の検討等 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金            〔全〕１兆５，１６３億円 

                     （〔全〕１兆５，２８４億円） 

教職員定数の改善                    ３，０４０人 

○創造性を育む学校教育の推進             （１，４４０人） 

 ・アクティブ・ラーニングの充実に向けた教育環境整備  １，０９０人 

 ・小学校における専科指導の充実              ３５０人 

○学校現場が抱える課題への対応              （９４０人） 

 ・特別支援教育の充実                   ３００人 

 ・いじめ・不登校等への対応                １９０人 

 ・家庭環境などによる教育格差の解消            １５０人 

 ・外国人児童生徒等への日本語指導              ５０人 

 ・統合校・小規模校への支援                ２５０人 

○チーム学校の推進による学校の組織的な教育力の充実    （６６０人） 

 ・学校マネジメント機能の強化               ４１０人 

 ・養護教諭・栄養教諭等の配置充実             １５０人 

 ・専門スタッフの配置促進                 １００人 

教職員の負担軽減 

○補習等のための指導員等派遣事業        〔全〕４９億円の内数 

                       （〔全〕４１億円の内数） 

 ・中学校における部活動指導支援 

 

  〔全〕１兆５，２７１億円 

 

新たな定数措置   ５２５人 

         （１９０人） 

           ５０人 

          １４０人 

         （２３５人） 

           ５０人 

           ５０人 

           ５０人 

           ２５人 

           ６０人 

         （１００人） 

           ８０人 

           ２０人 

            － 人 

 

    〔全〕４７億円の内数 

 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.10.28 中央教育審議会「教職員定数に係る緊急提言」 

 H27.12.24 文部科学大臣メッセージ「平成２８年度政府予算案における教職員定数の措置について」 

 H27.12.21 中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」（答申） 

        （「部活動指導員」（仮称）の新設など） 

◇英語教育の充実 

 ・小学校の英語教科化、高等学校の 

外国人指導員活用への財源措置 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

補習等のための指導員等派遣事業          〔全〕５億円の内数 

（小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業の一部）      （新規） 

・英語が堪能な外部人材 ８２５人 

 

     〔全〕５億円の内数 

 英語が堪能な外部人材 

          ８２５人 

◇私学助成の拡充 
 ・就学支援金制度の拡充、都道府県 

の授業料支援事業への財源措置 

 ・耐震補強工事等に対する補助金 

予算の確保 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

高等学校等就学支援金              〔全〕３，６３３億円 

                       （〔全〕２，９９５億円） 

 高校生等奨学給付金の拡充            〔全〕１８９億円 

                         （〔全〕７９億円） 

 ・対象者の拡大 H26年度入学生から対象 

          → 学年進行によりH28年度は１～３年次が対象 

 ・給付額の拡充 非課税世帯における第１子と第２子以降の給付額の差 

を解消 

       公立 37,400円 → 129,000円 

       私立 39,800円 → 138,000円 

 

私立学校施設耐震化等防災機能強化          〔全〕４２９億円 

                          〔全〕 １２億円 

                     Ｈ２６補正〔全〕２７９億円 

                       復興特別会計１００億円 

 

    〔全〕３，６８０億円 

 

      〔全〕１３１億円 

 

 ・学年進行による対象者拡大 

 

 ・非課税世帯における第１子 

の給付額を増額 

 公立37,400円→59,500円 

 私立39,800円→67,200円 

 

       〔全〕４５億円 

  Ｈ２７補正〔全〕５０億円 

 

◇私立幼稚園の認定こども園への移行

促進 
 ・制度周知、事務の簡素化、 
公定価格の充実等 

 

◆概算要求の状況 

子どものための教育・保育給付 内閣府      〔全〕６，１６５億円 

                       （〔全〕６，１１９億円） 

教育支援体制整備事業費交付金 文部科学省       〔全〕２３億円 

                          （〔全〕１７億円） 

 

    〔全〕６，５００億円 

 

       〔全〕２１億円 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（２）活力ある大阪に向けた環境整備 

◇世界的スポーツ大会の開催に向けた

環境整備 

（ラグビーワールドカップ 2019） 

 ・花園ラグビー場の施設改修費等に 

対する財政支援 

◆予算項目以外の状況 

 H27.3 ラグビーワールドカップ 2019の国内 12会場決定 

 H27.7 大会開催に向けて会場整備（新設・大規模改修）が必要な３会場（釜石、熊谷、東大阪花園）が共同

で国（総務省、文部科学省、国土交通省）に対して財政支援を求める要望を実施 

 

（2020年東京オリンピック・ 

パラリンピック競技大会） 

 ・開催効果が全国へ波及する取組み 

 ・地域の芸術文化活動が促進される 

文化プログラムの展開 

 
 

◆概算要求の状況 

      内閣府、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、環境省 

2020年東京オリンピック・パラリンピック大会関連予算 〔全〕６７６億円 

      内訳：内閣 7､総務 5､法務 196､文科 366､厚労 76､環境 26 

                          〔全〕４０２億円 

       内訳：総務 84､法務 160､外務 1､文科 150､厚労 2､環境 5 

                     Ｈ２６補正〔全〕  ６億円 

                            内訳：総務 6 

文化芸術立国実現に向けた文化プログラムの推進    〔全〕１７７億円 

（上記関連予算の内数）              （〔全〕１２７億円） 

 

 

      〔全〕４１４億円 

  内訳：内閣 7､総務 5､ 

法務 19､文科 299､ 

厚労 76､環境 8 

 

  （上記関連予算の内数） 

      〔全〕１３５億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H27.5 「平成 32年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法」可決・成立 

     （国有財産の無償使用、寄附金付郵便葉書等の発行の特例、組織委員会への国の職員の派遣など） 

 H27.6 「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法律」成立 

     （記念自動車ナンバープレートの発行に向けた具体的方策の検討など） 

 H27.7 文化プログラムの実現に向けた文化庁の基本構想策定 

◇国際博覧会の大阪への誘致 
 ・地元の誘致決定後の閣議了解手続

き、予算措置等 
 

◆予算項目以外の状況（府の取組状況） 

 行政、経済界、有識者で構成する国際博覧会大阪誘致構想検討会における検討の結果、機運醸成等の課題が明

らかになっている。これを踏まえ、府民や企業に対し、国際博覧会でめざす大阪の将来像やメリットなどを分

かりやすく説明して意見交換を行うとともに、ソーシャルメディアを活用した情報発信など、機運醸成の取り

組みを進めているところ。 

（３）安心して暮らせる「安全なまち

大阪」の確立 

◇「安全なまち大阪」を確立するための

警察基盤の充実・強化 

 ・警察官の増員、装備資器材の整備･

充実等 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化 

○人的基盤の充実強化              〔全〕  ６．７億円 

                       （〔全〕  ４．６億円） 

 ・地方警察官の増員 増員数 ９９４人 

 ・国家公務員の増員 増員数 １７２人 

○装備資機材・警察施設の整備充実        〔全〕４１７．１億円 

                       （〔全〕３２９．５億円） 

客観証拠重視の捜査のための基盤整備       〔全〕１２９．０億円 

                       （〔全〕１０８．６億円） 

サイバー空間の脅威への対処           〔全〕 ２５．０億円 

                       （〔全〕 ２１．９億円） 

テロ対策と大規模災害対策の推進         〔全〕２１５．６億円 

                       （〔全〕 ８７．０億円） 

 

 

      〔全〕５．５億円 

  地方警察官の増員 

      〔全〕 ９９４人 

        うち府６６人 

    〔全〕３２５．１億円 

 

    〔全〕１１３．１億円 

 

    〔全〕 １７．０億円 

 

    〔全〕１８１．８億円 

 

◇性犯罪被害者支援体制整備の推進 
 ・民間主体のワンストップ支援 
センターの機能拡充･体制強化等、

財政支援措置 
 

◆概算要求の状況 内閣府 

女性に対する暴力の防止に関する調査研究等経費 

○性犯罪被害者等のための総合支援に関する      〔全〕１．０億円 

 実証的調査研究                 （〔全〕１．０億円） 

 

 

      〔全〕０．９億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H2７.９、内閣府が、地方公共団体における性犯罪・性暴力被害者支援のノウハウや課題等の情報を他の地方

公共団体における検討に資する目的で、H26年度に実施した「性犯罪財被害者等のための総合支援に関する

実証的調査研究」の結果を報告書に取りまとめ。 
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注） 〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、〔事〕事業費ベース 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇子どもに対する性犯罪の再犯防止 

対策の推進 

◆概算要求の状況 

 ※概算要求されてない。 

 

            － 

（４）新たなエネルギー社会の構築に

向けたエネルギー政策の推進 

◇わが国における再生可能エネルギー

等の導入拡大などに向けた施策の 

推進 

 ・導入目標値の明示等 

◇電気料金値上げ抑制と電力システム

改革の推進 

 ・コスト増が容易に消費者に転嫁 

されない仕組みの構築等、 

適切な制度設計等 

 

 

◆概算要求の状況 経済産業省、環境省 

省エネルギー（石油危機後並の大幅なエネルギー効率の改善） 

                        〔全〕２，４２９億円 

                       （〔全〕１，２９２億円） 

再生可能エネルギー（最大限の導入拡大と国民負担の両立を実現） 

                        〔全〕１，３５５億円 

                       （〔全〕１，２２８億円） 

業務・家庭部門を含む地域まるごと再エネ・省エネの推進 

                          〔全〕５３８億円 

                         （〔全〕 ８４億円） 

 

 

    〔全〕１，５３３億円 

 Ｈ２７補正〔全〕５４２億円 

 

    〔全〕１，３６６億円 

 

 

      〔全〕４４８億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 H25.4～５ 関西電力が電気料金値上げ 

 H25.4.２ 「電力システムに関する改革方針」閣議決定 

 Ｈ25.11.3、H26.6.11 電力システム改革に係る「電気事業法の一部を改正する法律」成立 

 H26.4.1 「エネルギー基本計画」を閣議決定 

 H27.4.1 電力広域的運営推進機関が発足 

 H27.4～6 関西電力が電気料金再値上げ 

 H27.7.16 「長期エネルギー需給見通し」を決定 

 H27. 9.1 電力取引監視等委員会が発足 

◇原子力発電に関する安全性の確保 

 ・透明性のある審査、新規制基準の 

厳格な適用等 

 

 

◆概算要求の状況 原子力規制委員会 

原子力規制の継続的改善                〔全〕２９億円 

                          （〔全〕２１億円） 

 

       〔全〕２９億円 

 

◆予算項目以外の状況 

 Ｈ24.9.19 原子力規制委員会が発足 

 Ｈ25.7.8  新規制基準施行 

 H27.2.12 高浜原発３,4号機が新規制基準合格 

 H27.８.11 川内原発 1号機再稼動（10月には 2号機も再稼働） 


